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【８】介護サービス事業者の業務管理体制の整備に係る届出について

１．趣旨

介護保険法第１１５条の３２において、介護サービス事業者の不正行為を未然に防止するとと

もに、利用者等の保護と介護事業運営の適正化を図るため、事業者に対し、事業者の規模に応じ

た業務管理体制を整備し、届け出ることが義務付けられています。

２．対象となる事業者

介護保険サービスを提供する全法人事業者（介護予防・日常生活支援総合事業のみを提供する

法人は除く）

３．内容

①事業規模に応じた業務管理体制の整備

事業所等の数に応じて、以下のとおり整備を行う必要があります。

届出は法人単位で実施します。

※事業所等・・・病院等のみなし指定を除く事業所又は施設。なお、総合事業における介護予防・生活

支援サービス事業者は含まない。介護と予防それぞれに指定がある場合は２とカウント。

②業務管理体制の届出

新規指定をうけた時又は変更等があった場合は以下の区分に基づき届け出てください。

なお、「業務管理体制の整備に関する届出システム」により、電子申請等の届出が可能です。

整備内容

事業所数等

２０未満
２０以上

１００未満
１００以上

①法令遵守責任者の選任 ○ ○ ○

②法令遵守規程の整備 × ○ ○

③内部監査規程の整備 × × ○

事業所等の所在状況 届出先

２以上の都道府県の区域、かつ、３以上の地方厚生局

管轄の区域
厚生労働省（本省）

２以上の都道府県の区域、かつ、２以下の地方厚生局

管轄の区域

事業者の主たる事務所が所在する

都道府県

地域密着型サービス（予防を含む）のみを行う事業者

で、事業所が南丹市のみに所在する事業者
南丹市

上記以外の事業者 京都府
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以下の場合において届出が必要になります。

・体制を整備したとき

例）新たに指定を受けたとき

・届け出た事項に変更があったとき

例）法令遵守責任者が交代したとき

・届け出る区分に変更があったとき（変更前と変更後の届出先に届け出ること）

例）南丹市内で地域密着型サービスのみを運営していた法人が、他の市町村に事業所を

開設したとき。（南丹市➡京都府）

南丹市内で地域密着型サービスのみを運営していた法人が、新たに訪問介護、居宅

介護支援等の地域密着型サービス以外の指定を受けたとき。（南丹市➡京都府）

４ 整備・運用状況の確認

業務管理体制について整備・運用状況を確認を行い、介護サービス事業者が自主的に業務管理

体制の改善を図り、法令遵守に取り組むよう意識づけを行うため、検査を行います。

南丹市では、業務管理体制に関する検査実施要領を定め、６年に１回を目途に、運営指導と同

時に実施することとします。

2



様式第 1号(第 5条関係)

業務管理体制の整備(区分の変更)に係る届出書

年 月 日

南丹市長様

事業者 名 称

代表者氏名 印

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者(法人)番号

1 届出の内容

(1) 法第115条の32第2項関係(整備)

(2) 法第115条の32第4項関係(区分の変更)

２

事

業

者

フ リ ガ ナ

名 称

住 所

(主たる事務所

の所在地)

(郵便番号 ― )

都道 郡 市

府県 区

(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 F A X 番 号

法 人 の 種 別

代表者の職名・

氏名・生年月日

職

名

フリガナ 生年

月日

年 月 日

氏 名

代表者の住所
(郵便番号 ― )

都道 郡 市

府県 区

(ビルの名称等)

3 事業所名称等

及び所在地

事業所名称 指定(許可)年月日 介護保険事業所番号(医療機関等コード) 所 在 地

計 カ所

4 介護保険法施行

規則第140条の40第

1項第2号から第4号

に基づく届出事項

第2号 法令遵守責任者の氏名(フリガナ) 生年月日

第3号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要

第4号 業務執行の状況の監査の方法の概要

５

区
分
変
更

区分変更前行政機関名称、担当部(局)課

事業者(法人)番号

区分変更の理由

区分変更後行政機関名称、担当部(局)課

区 分 変 更 日 年 月 日
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様式第 2号(第 5条関係)

業務管理体制変更届出書

年 月 日

南丹市長 様

事業者 名 称

代表者氏名 印

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて届け出ます。

事業者(法人)番号

変 更 が あ っ た 事 項

1 法人の種別、名称(フリガナ) 2 主たる事務所の所在地、電話、FAX番号

3 代表者氏名(フリガナ)、生年月日 4 代表者の住所、職名

5 事業所名称等及び所在地

6 法令遵守責任者の氏名(フリガナ)及び生年月日

7 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要

8 業務執行の状況の監査の方法の概要

変 更 の 内 容

(変更前)

(変更後)
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